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○ 保証会社等は、媒介業務開始時（2008.5）に、本体参入後の活用を念頭に、本件業務専用の会社として設置。
○ 保証会社の体制は、取扱件数の増加状況に併せて段階的にゆうちょ銀行の人材を拡充し、５年後には、１４名の

体制とし、スルガ銀行とゆうちょ銀行の構成比はほぼ同数を想定。
○ また、保証会社へゆうちょ銀行から出資予定。

○ 保証会社への出向は、現在まで、のべ８名を実施。

現在の要員体制

正規社員 8

うち

ゆうちょ要員

役職者 0

社員 1（※）

【媒介業務】

保証会社の要員体制におけるゆうちょ人材の投入計画

業務開始時の要員体制

正規社員 １０

うち

ゆうちょ要員

役職者 １

社員 1

５年後の要員体制

正規社員 １４

うち

ゆうちょ要員

役職者 ３

社員 ３

【本体参入後】
（当初） （５年後）

出資予定

注：非正規社員（派遣社員）を除く。（※）のべ８名。

媒介ピーク時の体制をもとに構築 取扱件数の増加に併せて体制整備
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法人向け貸付け（相対）の営業方針（融資対象）について

当面の取組対象は以下のとおり。
①上場企業、また例えばその子会社などで、信頼できる詳細な財務情報が入手可能な大企業
②ふるさと小包企業等、振替口座を通じて取引実態を把握可能な小規模企業者（「等」：通販業者を想定）に資金供給

（注）１．2011年度末
２．日本銀行「貸出先別貸出金」から、「大企業」については地公体向け融資を、また「中小企業」については個人向け融資を除いて算出。
３．企業数（概数）は、「大企業＋中堅企業」で約11,000社、「中小企業」で約177万5,000社、うち「小規模企業者」で約135万6,000社

（中小企業庁データ2009年より）。なお、資本金10億円以上の企業数は、国税庁統計によると約6,000社。
（※）「小規模企業者」の貸出残高、企業者数は日銀統計ではなく、「平成23年度中小企業庁 中小企業実態基本調査」より作成又は引用。

なお当該貸出の融資元には国内銀行以外の金融機関を含む。

国内銀行による企業向け貸出残高

（日本銀行「貸出先別貸出金」より作成）

中堅企業 １２兆円

中小企業 １７７兆円

大企業 ８８兆円

【右の定義】
（製造業等の場合）

資本金１０億円以上 かつ

常用従業員300人超

資本金３億円以下 又は

常用従業員300人以下

資本金３億円超10億円未満

かつ 常用従業員300人超

上場企業等に対し、
大口の長期資金を
安定的に供給

（※ﾒｲﾝﾊﾞﾝｸではない立場で行う）

中小零細企業の一部
（ふるさと小包事業者等）
に対し、上限（1,000万円）

を設けて資金供給
【合計：２７８兆円】

【ゆうちょ銀行の融資対象】

小規模企業者（※）

約５３兆円

常用従業員２０人以下（※）

（参考）
○上場企業数 約3,500社
○会社法の「大会社」
・・・資本金5億円以上又は負債
200億円以上
（国税庁統計によれば、資
本金5億円以上の企業数は
約8,300社。）

（※）ﾒｲﾝﾊﾞﾝｸではない立場
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●（資産）国債への運用割合が
高くリスクアセットが少ない。
→リスク許容度あり。

●（負債）安定的な資金源であ
る定期性個人預金が他行に
比べ多い。 → やや
中長期の資金提供も可能。

●５０億円～１００億円規模の
大口融資も可能（社債発行
の代替も可能）。

資産負債構成

●送金・決済に振替口座をご利
用いただいている企業につい
ては、資金の流れを把握しや
すい。

簡易な送金・決済手段

リーマンショック時の流動性危機
の経験から資金調達基盤の安定
化のニーズ

●資金調達先の分散化・多様
化ニーズ（大手商社では、

４０社程度の調達先を確保
している例もあり）。

●中長期の資金確保に係る
ニーズ

●社債による調達は、発行コ
ストがやや割高になるケー
スあり。

上場企業等

●資金ニーズはあるが、
小規模であるため融資
を受けにくい。

中小零細企業の一部

大口の長期資
金を安定的に
供給

１件あたりの融
資額に上限
（1,000万円）を
設けて対応

ゆうちょ銀行の特徴 法人のニーズ

法人向け貸付けの営業方針

○上場企業等については、長期的な信頼関係を基本とし、大口の長期資金を安定的に供給
○中小零細企業（例：ふるさと小包企業等）については、融資額に上限を設けつつ、地域に資金還元（漸進的に実施）

【融資対象とする理由】

○ 既存業務との親和性

が高く、シローン等で蓄

積したノウハウを活用

した融資が可能

○ 左記のニーズがあり、

機関投資家的な融資

方針にも合致

○ 地域への資金還元

により社会的責務を果

たす

○ 振替口座を通じて取

引実態を把握可能
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法人向け貸付け業務の審査体制

○ 相対貸付け開始に当たり、既存業務で蓄積したノウハウ（審査態勢、与信管理体制等）等を有効活用します。
○ 市場部門から独立した部門として融資部門（融資部）を設置、融資業務を集中させることで情報遮断を徹底します。
○ 民営化後、シローン、貸出債権の取得等において、不良債権は発生しておりません。

○ なお、小規模企業については、漸進的に実施する観点から、事前の不芳情報等のチェックや訪問・面談等による
業況・返済能力の確認等は慎重に行いつつも、まずは、本社における大企業向け貸付けの審査の手順を準用する
方法で業務を開始させていただき、徐々にノウハウを蓄積しつつ態勢を整備していきたいと考えます。

ゆうちょ銀行 本社

融資部審査室

法
人
の
お
客
さ
ま市場管理部

②リスク評価・格付取得
①案件発掘

③格付取得

⑤審査

承認 否決

⑨融資実行

⑩管理

⑧報告

⑥謝絶

⑫期中管理（自己査定） ⑪モニタリング

⑬期日回収

⑭延滞

⑯償却

⑮督促、保証履行 等

報
告

記録

④稟議

リスク管理
統括部

連携

⑥契約書作成・契約

（ミドル） （ミドル） （フロント）

（バック）

⑦契約締結

【今後の実施体制】

（１０＋３人）

【格付付与】

【定量評価】
統計的手法により選択した指標及び算式（財務定量
モデル）を使用して、財務データを基に、信用力を定

量的に評価

【債務者区分スクリーニング】
「正常先」又は「要注意先以下」のスクリーニングを実施

【定性評価】
「正常先」については、財務デー
タ等に表れにくい定性的な要素
（経営者や事業基盤における将来
性の評価等）など、補完的な評価
をし、取引先毎の実態判断を踏ま
え、格付を調整 →格付付与

貸出審査に当たっては、与信先の信用状況につ
いて、財務・経営状況、市場指標、資金使途、資金
繰り等を詳細に分析し、実態把握を行い、返済能力
を慎重に判断し、貸出実行の要否を決定

【貸出審査】

「要注意先
以下」につ
いては、債
務者区分と
の整合的な
格付付与
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